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  　… 学校教育系施設、社会教育系施設、庁舎等の建築物

 　 … 道路、橋りょう、下水道

公共施設等

公共施設

インフラ資産

１ 計画策定の背景と目的 

 １．１ 背景と目的 

  紫波町では、高度経済成長や社会的ニーズに対応するため、昭和40年代以降に多くの公共施設

等を整備してきました。これらの公共施設等は、老朽化が進んできており、今後大規模改修や修

繕、更新など多額の費用が必要になると見込まれます。少子高齢化や人口の減少が進むことによ

る税収の減少や社会保障費の増加などで、財政状況がさらに厳しさを増すことが予測される中、

今後更新時期を迎える多くの公共施設等についてどのように対応していくべきか、検討しなけれ

ばならない時期が来ています。 

  国においても、平成24年12月に発生した中央自動車道笹子トンネル天井板崩落事故がきっかけ

となり、国民の安全・安心を確保し、中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減

や予算の平準化を図るため、平成25年11月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定しました。そ

の後、地方公共団体が所有するすべての公共施設等の現状を把握し、総合的かつ計画的な管理を

推進するため、必要な基本方針や管理方法等を定めた「公共施設等総合管理計画」を策定するよ

う平成26年４月に各地方公共団体に対し要請しています。 

  こうした状況を踏まえ、公共施設等の全体状況を把握し、中長期的な視点に立った維持管理と

計画的な更新や長寿命化、人口構造や社会的ニーズの変化に応じた公共施設等の適正配置により、

トータルコストの縮減や財政負担の平準化を図るための基本的な考え方として「紫波町公共施設

等総合管理計画」を策定します。 

 

 １．２ 対象となる施設 

  本計画で対象とする施設は、町が保有する全施設を対象とします。庁舎や学校等の建物系の公

共施設と、道路、橋りょう、下水道のインフラ資産等を合わせて公共施設等とします。 
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 １．３ 計画の位置付け 

  本計画は、公共施設等管理に関する基本計画であり、本計画を実施するための具体的な取組内

容については、今後各公共施設等において策定する個別計画に委ねることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １．４ 計画期間 

  本計画は、中長期的な視点で進めなければならない取り組みであることから、計画期間は、平

成28年度から平成47年度までの20年間とします。ただし、財政状況や施設保有の最適化と長寿命

化について、時代の変化に対応するよう必要に応じて随時見直しを行います。 

 

  

総務省『公共施設等総合管理計画策定指針の概要』
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２ 公共施設等の現況 

 ２．１ 公共施設の概況 

  町が所有する全ての公共施設を対象とします。この中には小中学校といった学校教育施設や公

民館等の市民文化系集会施設のほか、公園に設置された簡易な施設も含んでいます。 

  これらの各種公共施設を分類別に集計すると次のとおりです。 

 

表１ 公共施設分類一覧 

会計名 大分類 小分類 施設数 棟数 延床面積(㎡) 

普通会計 市民文化系施設 公民館 9 14 7,431.93

その他集会施設 1 2 2,036.85

社会教育系施設 図書館 1 1 1,441.21

記念館 1 2 1,145.64

スポーツ・レクリエーション

施設 
運動公園、スポーツ施設 2 10 8,652.04

レクリエーション・観光施設 1 2 42.06

保養施設 3 7 6,971.46

産業系施設 産業振興施設 5 23 8,771.89

その他産業系施設 6 9 1,104.73

学校教育系施設 小学校 11 73 37,684.21

中学校 3 29 16,286.99

学校給食センター 1 12 1,124.20

子育て支援施設 保育所、児童館 8 9 4,426.79

こどもの家 4 6 586.50

保健・福祉施設 高齢者生活福祉センター 1 1 625.92

デイサービスセンター 3 4 925.71

介護予防拠点施設 1 1 177.81

保健センター 1 7 1,088.83

行政系施設 庁舎等 2 3 730.12

消防屯所 7 7 612.03

その他行政系施設 1 1 357.75

公営住宅 町営住宅 6 66 14,025.21

公園 公園 9 19 818.49

供給処理施設 簡易給水施設等 9 14 197.87

その他 駐輪場 1 2 655.26

火葬場 1 1 1,085.35

普通財産 11 15 3,662.20

上記分類以外のもの 40 41 821.09

合計 149 381 123,490.14

 

  
※上記の延床面積は平成28年３月31日の数値です。 

※施設分類に関しては、総務省更新費用試算ソフト分類表を参考にしました。 

※複合施設の場合は、それぞれの分類毎に計上しています。 
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図１ 分類施設別築年別整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 分類施設別の整備延床面積を築年別に見てみると、築後31年を経過した施設に学校教育系施設や

公営住宅の面積が大きくなっていることがわかります。また、旧耐震基準が適用されていた昭和56

（1981）年以前に整備された公共施設は34.6％となっています。 

 

 ２．２ インフラ資産等の概況 

  (１) 道路 

     町が所有し、管理する一般道路は、実延長 953,858ｍ、面積は4,975,332㎡となってい

ます。 

 

表２－１ 分類別一覧 

区分 分類別 実延長(ｍ) 道路面積(㎡) 

一般道路 １級町道 96,533 768,692

２級町道 106,361 656,820

その他町道 750,964 3,549,820

合計 953,858 4,975,332

 

  (２) 橋りょう 

     橋りょうは、 316橋、実延長3,996ｍ、面積は21,276㎡となっています。 
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表２－２ 構造別一覧 

区分 構造別 橋数(橋) 橋りょう面積(㎡)

橋りょう ＰＣ（プレストレスト・コンクリート） 189 10,097

ＲＣ（鉄筋コンクリート）橋 94 2,779

鋼橋 28 8,338

その他 5 62

合計 316 21,276

 

図２－１ 構造別年度別橋りょう面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (３) 下水道 

     下水道事業会計では、公共下水道事業のほか、農業集落排水事業、小規模集合排水処理

事業、特定地域生活排水処理事業を実施しており、汚水処理人口普及率は90.8％となって

います。 

    下水道事業会計で保有する管きょは、次のとおりとなっています。 

 

表２－３ 下水道整備状況（管きょ） 

事業 コンクリート管(ｍ) 塩ビ管(ｍ) その他(ｍ) 総延長(ｍ) 

公共下水道 20,052 129,425 - 149,477

農業集落排水 217 146,672 1,999 148,888

小規模集合排水処理 - 692 - 692

合計 20,269 276,789 1,999 299,057
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図２－２ 下水道管きょ管種別年度別延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当町の下水道事業の歴史は浅く、汚水処理は昭和50年代半ばに着手し、平成期に入ってから多く

整備されており、現在、耐用年数を超える管きょはありません。 

 

表２－４ 施設等保有状況 

事業 分類 施設数 

公共下水道 浄化センター 1 

ポンプ場 1 

農業集落排水 農業集落排水処理施設 6 

小規模集合排水処理 小規模集合排水処理施設 1 

特定地域生活排水処理 浄化槽 642 

 

 施設等の保有状況は上の表のとおりです。これらの施設等において、耐用年数を超えるものはあ

りません。 

  



 

- 7 - 

 

３ 人口の動向 

 ３．１ 人口の推移と構成 

  国勢調査に基づく本町の総人口は、高度経済成長による人口の流出によって減少し、昭和45

（1970）年には26,459人となりました。その後、大規模な宅地開発等により人口の流入があり、

平成７（1995）年に３万人を突破しました。その後も人口は増えましたが、平成17（2005）年の

33,692人をピークとして減少に転じています。 

  児童生徒数は、平成27（2015）年度で 2,803人となっています。これは、ピークだった昭和30

（1955）年度の児童生徒数 6,525人の43.0％まで減少しています。 

 

図３－１ 人口、世帯数及び児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３．２ 人口の将来推計 

  本町の将来人口推計では、今後も減少が予想されています。国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口」（平成 25（2013）年３月推計）を基に、出生の傾向や社会増減の

傾向を加味した本町の独自推計では、平成 72（2060）年には 26,997 人、年齢（３区分）別の人

口割合では 15 歳未満が 15.2％、15～64 歳が 54.2％、65 歳以上が 30.5％となっています。 

 

 

  

人口(人)、世帯数(世帯)、児童生徒数(人) 

※人口及び世帯数は国勢調査結果による数値です。 

※児童生徒数は、学校基本調査で報告した各年５月１日時点の数値です。 
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図３－２ 人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※1960年から2015年までは国勢調査による数値です。 

※2020年から2060年までは紫波町『紫波町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略』（平成28年２月） 

 において独自に推計した値です。 

人  
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（単位：千円）

区 分 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

町 税 2,770,039 3,106,921 3,097,556 3,024,689 2,956,670 2,975,708 3,032,837 3,068,392 3,099,433 3,077,945

地 方 譲 与 税 569,665 324,429 311,326 291,274 282,247 274,725 258,213 245,448 233,652 244,202

利 子 割 交 付 金 8,945 11,733 12,018 11,722 8,973 8,692 6,296 6,013 5,259 5,199

配当割・株式等譲渡所得割交付金 8,512 9,271 3,072 2,713 3,242 3,099 3,580 14,579 18,157 17,676

地 方 消 費 税 交 付 金 277,218 276,104 256,635 265,360 264,904 264,760 266,386 264,116 328,523 551,062

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 12,321 5,282 5,284 9,864 9,853 5,809 6,210 7,073 5,940 7,425

自 動 車 取 得 税 交 付 金 84,221 78,787 69,936 43,186 43,184 42,553 54,501 55,437 27,527 30,446

地 方 特 例 交 付 金 57,954 21,734 45,384 40,666 54,303 48,873 18,301 16,823 15,684 16,523

地 方 交 付 税 4,088,590 4,026,414 4,107,693 4,241,656 4,504,098 4,916,359 4,379,455 4,544,999 4,233,584 4,258,507

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 6,659 6,656 5,993 5,905 5,844 5,922 5,517 4,630 3,817 4,234

分 担 金 及 び 負 担 金 134,085 142,699 133,123 103,183 106,226 138,689 120,598 141,626 146,744 157,865

使 用 料 及 び 手 数 料 243,636 225,072 228,863 227,042 218,643 218,431 231,600 234,169 233,288 235,343

国 庫 支 出 金 631,372 722,068 1,230,162 1,264,310 1,137,580 1,222,112 1,332,643 1,470,367 2,231,972 1,528,264

県 支 出 金 596,507 665,879 643,435 763,808 803,550 940,853 1,438,224 1,429,496 1,212,943 1,166,542

財 産 収 入 39,998 35,504 28,204 41,668 33,099 57,533 36,177 53,817 89,003 152,967

寄 付 金 1,856 9,570 1,615 3,331 46,909 8,029 2,440 3,508 10,836 4,998

繰 入 金 1,074,349 2,102,415 85,145 187,735 393,986 260,287 380,950 196,188 611,148 634,478

繰 越 金 290,731 496,189 321,237 191,206 353,994 444,562 868,338 571,778 634,149 541,625

諸 収 入 422,588 425,478 368,496 407,184 396,008 389,448 344,919 398,111 572,089 334,136

町 債 728,400 610,900 588,803 719,110 971,433 901,917 1,421,227 1,249,689 1,237,230 1,050,268

歳 入 合 計 12,047,646 13,303,105 11,543,980 11,845,612 12,594,746 13,128,361 14,208,412 13,976,259 14,950,978 14,019,705

４ 財政の現況と課題 

 ４．１ 歳入 

  過去10年間の歳入の状況です。平成19（2007）年の税源移譲により、町税は30億円程度で推移

しています。歳入総額は直近の５年間の平均で約 140億円ですが、これは東日本大震災や平成25

（2013）年の大雨災害復旧に係る国庫支出金等の増加の影響です。今後は、地方交付税が減少傾

向にあるほか、地方税も人口減少の影響により減少していくものと考えられます。 

 

表３－１ 歳入の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 歳入の推移と財政見通し 
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（単位：千円）

区 分 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

人 件 費 2,116,110 2,083,221 1,946,808 1,943,596 1,926,693 2,007,507 1,950,553 1,940,819 2,026,159 2,026,379

扶 助 費 815,953 877,512 890,664 934,291 1,363,673 1,459,046 1,459,940 1,523,425 1,688,877 1,888,649

公 債 費 2,003,332 3,215,137 1,510,830 1,375,295 1,681,420 1,049,307 1,030,609 999,860 1,001,235 965,214

物 件 費 1,339,030 1,349,905 1,276,185 1,488,316 1,527,944 1,897,630 1,720,779 1,711,351 1,683,658 1,671,451

維 持 補 修 費 156,556 132,241 135,448 245,403 303,103 223,867 303,328 208,940 269,976 226,384

補 助 費 等 1,529,849 1,573,127 1,961,792 1,693,559 1,616,754 2,542,074 2,640,690 2,598,243 2,693,504 3,030,407

積 立 金 247,338 334,725 208,582 191,482 226,586 244,363 276,941 608,145 696,854 604,593

投 資 及 び 出 資 金 14,558 20,987 24,357 49,827 45,148 333,150 347,278 352,863 291,027 217,527

貸 付 金 68,000 74,000 80,000 75,000 70,000 82,000 61,000 59,000 56,000 55,000

繰 出 金 1,744,435 1,761,085 1,873,632 1,928,712 2,050,980 946,492 1,006,229 1,001,117 1,053,493 1,132,959

普 通 建 設 事 業 費 1,339,500 1,320,935 1,273,731 1,563,506 1,326,462 1,385,828 2,695,489 1,627,920 1,538,952 1,396,432

災 害 復 旧 事 業 費 176,796 238,993 170,745 11,421 88,759 143,798 710,427 1,409,618 558,988

歳 出 合 計 11,551,457 12,981,868 11,352,774 11,488,987 12,150,184 12,260,023 13,636,634 13,342,110 14,409,353 13,773,983

 ４．２ 歳出 

  過去10年間の歳出の推移をみると、人件費はほぼ横ばい。公債費は減少傾向からやや横ばい、

少子高齢化の影響から扶助費は増大してきており、今後も同様の傾向をたどるものと考えられま

す。災害復旧費や普通建設事業費等の投資的経費は、東日本大震災や平成25（2013）年の大雨災

害の影響等で増大していましたが、今後は縮小していき、平成19（2007）年度から平成22（2010）

年度の規模と同程度になると見込まれます。 

 

表３－２ 歳出の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ 歳出の推移と財政見通し 
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５ 公共施設等の課題 

 ５．１ 公共施設の将来の更新費用 

  町が保有する公共施設の規模を将来にわたって維持し続けた場合の費用を試算します。 

  試算には一般財団法人自治総合センターが公表している「地方公共団体の財政分析等に関する

調査研究会報告書」の試算方式をもとに、一般財団法人地域総合整備財団提供の公共施設更新費

用試算ソフトを使用し、将来更新費用を算定しました。 

  公共施設の分類ごとに、平成28年３月31日現在の延床面積の保有量と同じ条件で更新し続ける

こととし、その延床面積に用途別の更新単価を乗じることにより、今後40年分の更新費用を試算

しています。 

  この結果、今後40年間の更新費用の総額は約 476.8億円で、試算期間における平均費用は年度

約11.9億円が必要との結果になりました。直近の５年間の既存更新分及び新規整備分の投資的経

費の平均は約 5.6億円なので、現状の約 2.1倍の費用がかかる試算となっています。 

 

図５－１ 公共施設将来更新費用試算 
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 ５．２ インフラ資産の将来の更新費用 

  建物以外の道路、橋梁、上下水道などのインフラ資産についても、公共施設と同様に更新して

いかなければなりません。 

  町が保有するインフラ資産の規模を将来にわたって維持し続けた場合の費用を試算します。 

  試算には財団法人自治総合センターが公表している「地方公共団体の財政分析等に関する調査

研究会報告書」の試算方式をもとに、一般財団法人地域総合整備財団提供の公共施設更新費用試

算ソフトを使用し、将来更新費用を算定しました。 

  インフラ資産の分類ごとに、平成28年３月31日現在の保有量と同じ条件で更新することとし、

その保有量に用途別の更新単価を乗じることにより、今後40年分の更新費用を試算しています。 

  この結果、更新費用の総額は今後40年間で約 1,044.2億円、年度平均で約26.1億円となります。

直近５年間における投資的経費は、年度平均約 4.2億円ですので、現状の約 6.2倍の費用がかか

る試算となり、公共施設以上に財政的負担が大きいことが分かります。 

 

図５－２ インフラ資産将来更新費用試算 
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 ５．３ 公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用 

  町が保有する公共施設及びインフラ資産に必要な今後40年間の更新費用の総額は約 1,521.1億

円となり、年度平均で約38.0億円と見込まれます。 

  一方、町での直近の５年間の既存更新分及び新規整備分の投資的経費は、合計で１年度当たり

平均約 9.8億円です。したがって、現状の約 3.9倍の費用がかかる試算となっています。 

  過去５年間の実績と同規模の支出を維持しても、なお財源が不足する非常に困難な状況が続く

ものと見込まれます。 

 

図５－３ 公共施設及びインフラ資産将来更新費用試算 
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６ 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

 ６．１ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有の方策 

  公共施設等の管理については、各所管部門の判断に基づいて行われていますが、情報の共有化

が十分に図られていない状況にあります。 

  しかし、限られた財源の中で最適な施設の配置を行っていくためには、施設の統廃合の可能性

も検討しながら、町全体としての優先度を見極めていく必要があります。 

  公共施設等の情報については、現在地方公会計で整備している資産管理台帳で一元管理を行い

ます。施設の状況は、各所管部門が資産管理台帳の整備に携わることで情報共有しながら職員一

人一人が意識を持って取り組むよう努めます。 

  より具体的な個別施設計画の策定にあたっては、全庁的な体制で検討を行っていきます。 

 

 ６．２ 現状や課題に関する基本認識 

  (１) 人口減少及び少子高齢化による公共施設に対する町民ニーズの変化 

     本町の人口は、平成17（2005）年以降減少しており、年齢（３区分）別の人口割合でも

65歳以上が30％を超え、少子高齢化が見込まれています。 

     人口の減少及び世代構成の変化により、学校教育系施設や子育て支援施設では余剰面積

の発生、高齢者を対象とした保健・福祉施設では高い需要による施設不足、その他建設時

には想定していなかった価値観の多様化など、ニーズの変化に対応していく必要がありま

す。 

 

  (２) 公共施設等の老朽化 

    公共施設の43.8％が築後31年を経過し、老朽化の問題に直面しています。今後も町が保有

するすべての公共施設を維持し続ける場合、大規模な改修や更新が集中することになります。 

    施設については、適正な規模や必要性も含めて、今後のあり方を検討していく必要があり

ます。 

 

  (３) 公共施設整備等の財源 

     過去５年間に既存の公共施設の更新及び新規整備に要した実績額は、平均して約 5.6億

円です。この水準を維持できた場合であっても、現状の予算規模では全ての公共施設を保

有し続けることは困難という試算となっています。 

     今後、少子高齢化による社会保障費の増加や税収の減少が予想されることから、更新費

用及び維持補修費の平準化のほか、施設の今後のあり方について検討が必要です。 
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 ６．３ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

  (１) 点検・診断等の実施方針 

 ・日常の自主的な点検・保守等によって、経年使用による劣化や天候等による性能の低

下状況を把握し、計画的な保全措置による管理運営に努めます。 

 ・法定点検や定期点検を行っている施設については、今後も点検を実施していき、その

他の施設についても、適切な時期に点検を実施することで機能の保持を図っていきます。 

 ・スケールメリットを生かした、点検等委託業務の範囲拡大を検討します。 

 

  (２) 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 ・故障や破損により、施設の休止だけでなく利用者に危険を及ぼすことがないよう、公

共施設等に不具合がある場合には、速やかに修繕を進めるなど、適正な維持管理に努め

ていきます。 

 ・施設の適正な管理のため、受益者負担のあり方について検討していきます。 

 ・更新や長寿命化工事などを実施する際は、単に既存と同等の施設にするのではなく、

利用状況等を勘案し、施設の複合化や施設規模の縮小について検討する必要があります。

ただし、公共施設等の総量の適正化については、一律に公共施設を削減しようとするこ

とは、住民サービスの低下だけでなく、住民生活そのものに重大な影響を与える可能性

があります。このため、将来の人口規模や構成、財政規模、ニーズ等の多面的な検討を

加えることにより、公共施設の最適化を図ります。 

 

  (３) 安全確保の実施方針 

 ・危険性が認められた施設については、評価の内容に沿って、安全確保の措置を実施し、

利用者の安全の確保を図ります。 

 ・継続利用していく施設については、緊急性・重要性を勘案し、必要な改修工事等を実

施します。 

 ・維持していくことが難しい施設については、安全確保の観点から用途廃止を検討しま

す。 

 ・用途廃止し、今後も利用見込みのない公共施設等については、順次取壊しを行います。 

 

  (４) 耐震化の実施方針 

 ・旧耐震基準の公共施設で耐震化が完了していないものもありますので、優先度や利用

度の高い施設から、耐震化の検討を進めていきます。 

 ・インフラ資産についても、橋りょう耐震化の検討を進めていきます。 
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  (５) 長寿命化の実施方針 

 ・更新費用を抑制するため、計画的な保全措置を講じることによって、少しでも長く公

共施設を利用できるように努めていきます。 

 ・個別施設の長寿命化計画の策定を進めていきます。 

 ・更新時期の集中を避け、歳出予算の平準化を図ります。 

 

  (６) 民間活力の導入 

 ・当町で実施した火葬場整備事業やの紫波中央駅前都市整備事業（通称「オガールプロ

ジェクト」）の事例を参考にＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ）

やＰＦＩ（プライベイト・ファイナンス・イニシアティブ）等の手法を用いて、公共施

設の整備に民間の資金とノウハウの導入を検討します。 

 ・官と民の役割分担を明確にしつつ、民間企業が持つノウハウを生かしたサービスの向

上に努め、効果的かつ効率的な維持管理手法の導入を検討します。 

 

  (７) 統合や廃止の推進方針 

 ・公共施設等の将来の更新費用の試算結果により、財源不足が明らかとなったものの、

各施設の条件等を勘案していないため、本計画の中で公共施設の数・延べ床面積に関す

る削減目標の数値化はしません。 

 ・施設の更新時には、近隣の類似施設の有無、防災対策、少子高齢化や人口減少等を総

合的に勘案した上で、施設の複合化や統合などを視野に入れて検討します。 

 ・公共施設の統合や廃止を行う場合には、他自治体と連携した施設の活用や共同運用の

可能性について検討し、これまで提供されていたサービス機能の維持や補完等が図られ

るように検討します。 

 ・施設の統合や廃止については、町民や議会との合意形成を図り実施するよう努めます。 

 ・用途廃止した施設については、貸出、売却又は処分を行い、財源確保を図ります。 

 

  (８) 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

 ・施設の各部門を横断的に管理し、施設を効率的に維持管理するため、全庁的な取組体

制を構築し、事業の優先度に応じた予算配分の仕組みづくりについて今後検討していき

ます。 

 ・施設情報の一元管理においては、公会計の資産台帳を活用し、整合性を図りながら、

関係部局との共有化を図ります。 
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参 考 

 ○公共施設更新費用試算ソフトの更新費用試算の条件 

 

  (１) 公共施設 

   ア 耐用年数・更新の考え方 

    ・建築物の耐用年数は、標準的な耐用年数（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考

え方」）とされる60年を採用しています。建物附属設備（電気設備、昇降機設備等）及び

配管の耐用年数が概ね15年であることから２回目の改修である建設後30年で建築物の大規

模改修を行い、その後30年で建て替えると仮定して計算しています。 

    ・試算の時点で、建設時からの経過年数が31年以上50年未満のものについては今後10年間

で均等に大規模改修を行うと仮定し、建設時より50年以上経過しているものについては、

大規模改修は行わずに60年を経た年度に建て替えると仮定しています。 

    ・設計、施工と複数年度にわたり費用が掛かることを考慮し、大規模改修に要する期間は

２年、建て替え期間は３年に設定しています。 

 

   イ 更新単価 

 大規模改修費用及び更新費用は、延べ床面積等の数量に、既に取り組んでいる自治体の

実績、設定単価等を基にした次の更新単価を乗じることにより、更新費用を試算していま

す。 

 

施設分類 大規模改修 建て替え 

市民文化系施設 25万円/㎡ 40万円/㎡

社会教育系施設 25万円/㎡ 40万円/㎡

スポーツ・レクリエーション系施設 20万円/㎡ 36万円/㎡

産業系施設 25万円/㎡ 40万円/㎡

学校教育系施設 17万円/㎡ 33万円/㎡

子育て支援施設 17万円/㎡ 33万円/㎡

保健・福祉施設 20万円/㎡ 36万円/㎡

行政系施設 25万円/㎡ 40万円/㎡

公営住宅 17万円/㎡ 28万円/㎡

公園 17万円/㎡ 33万円/㎡

供給処理施設 20万円/㎡ 36万円/㎡

その他 20万円/㎡ 36万円/㎡
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  (２) インフラ資産 

   ア 耐用年数・更新の考え方 

 (ア) 道路の耐用年数については、舗装の耐用年数の10年と舗装の一般的な供用寿命の12

～20年のそれぞれの年数を踏まえ15年とし、全整備面積をこの15年で割った面積の舗

装部分を毎年度更新していくと仮定しています。 

 

 (イ) 橋りょうの法定耐用年数は60年です。整備した年度から60年を経た年度に更新する

と仮定し、構造が鋼橋であるものは鋼橋で更新し、それ以外はＰＣ（プレストレス

ト・コンクリート）橋として更新していくことを前提としています。 

    

 (ウ) 下水道の耐用年数については、下水道管の法定耐用年数は50年です。整備した年度

から50年を経た年度に更新すると仮定し、下水処理施設の建物部分及びプラント部分

については公共施設の更新年数と同じ60年で更新すると仮定しています。 

 

   イ 更新単価 

     各インフラ資産の更新単価は次のように設定しています。 

    (ア) 道路 

分類 更新単価 

一般道路 4,700円/㎡

自転車歩行者道 2,700円/㎡

 

    (イ) 橋りょう 

構造 更新単価 

ＰＣ（プレストレスト・コンクリート）橋 425千円/㎡

ＲＣ（鉄筋コンクリート）橋 425千円/㎡

鋼橋 500千円/㎡

その他 425千円/㎡

 

    (ウ) 下水道 

管径 更新単価 

管径  ～250㎜ 100千円/ｍ

管径 251～500㎜ 116千円/ｍ

管径 501～1000㎜ 181千円/ｍ

管径1001～2000㎜ 589千円/ｍ

管径2001～3000㎜ 1,507千円/ｍ

管径3001㎜以上 1,507千円/ｍ
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